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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。

まえがき 

この規格は，産業標準化法に基づき，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本

産業規格である。これによって，JIS A 9521:2020 は改正され，この規格に置き換えられた。 

なお，令和 5 年 3 月 21 日までの間は，産業標準化法第 30 条第 1 項等の関係条項の規定に基づく JIS マ

ーク表示認証において，JIS A 9521:2020 を適用してもよい。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

 

 



 

 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。
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建築用断熱材 

Thermal insulation materials for buildings 

 

1 適用範囲 

この規格は，住宅及び建築物において，主として常温で使用する断熱材（以下，断熱材という。）につい

て規定する。ただし，冷凍倉庫など特殊な温湿度環境下で使用する保温材並びに住宅及び建築物の設備機

器，配管などに使用する保温材には適用しない。 

この規格における，発泡プラスチック断熱材は，発泡剤としてフロン類 1) を使用しない断熱材である。 

なお，技術上重要な改正に関する旧規格との対照を附属書 F に示す。 

注 1) フロン類とは，ハイドロフルオロカーボン（HFC），クロロフルオロカーボン（CFC）及びハイド

ロクロロフルオロカーボン（HCFC）を指し，HFO-1233 zd 及び HFO-1336 mzz に代表されるハイ

ドロフルオロオレフィン（HFO）は，該当しない。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，その 新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS A 0202 断熱用語 

JIS A 1324 建築材料の透湿性測定方法 

JIS A 1412-1 熱絶縁材の熱抵抗及び熱伝導率の測定方法－第 1 部：保護熱板法（GHP 法） 

JIS A 1412-2 熱絶縁材の熱抵抗及び熱伝導率の測定方法－第 2 部：熱流計法（HFM 法） 

JIS A 1420 建築用構成材の断熱性測定方法－校正熱箱法及び保護熱箱法 

JIS A 1423 赤外線放射温度計による垂直放射率の簡易測定方法 

JIS A 1901 建築材料の揮発性有機化合物（VOC），ホルムアルデヒド及び他のカルボニル化合物放散

測定方法－小形チャンバー法 

JIS A 1902-1 建築材料の揮発性有機化合物（VOC），ホルムアルデヒド及び他のカルボニル化合物放

散量測定におけるサンプル採取，試験片作製及び試験条件－第 1 部：ボード類，壁紙及び床材 

JIS A 1902-4 建築材料の揮発性有機化合物（VOC），ホルムアルデヒド及び他のカルボニル化合物放

散量測定におけるサンプル採取，試験片作製及び試験条件－第 4 部：断熱材 

JIS A 6111 透湿防水シート 

JIS A 6930 住宅用プラスチック系防湿フィルム 

JIS B 7502 マイクロメータ 

JIS B 7503 ダイヤルゲージ 


